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はじめに1

　人口減少時代の到来と人々の外出行動の変化に
より，総交通量も減少する状況が明らかになって
きた．交通は，何らかの目的を達成する際に派生
的に行われる行為である．ということは，交通の
動向はさまざまな人々の営みや社会の状況を反映
したものであると考えることができる．現在はま
さに時代の変わり目にあたる可能性がある．
　このような時代においては，人々の移動を促し，
これを支える仕組みづくりを進めることが生活を
支え，賑わいのある地域づくりのためにも重要な
ものとなる．こうした観点から人々の移動を支え
る公共交通に期待される役割は大きなものがある．
　本稿では，公共交通のもつ潜在化した行動を顕
在化し外出を促す役割や，移動を束ねることでよ
り効果的に人々の移動を支える特性を定量的に把
握するクロスセクター効果などについて紹介し，
新たな動向について展望するものである．

時代の変わり目─人口以上に交通量が減
少する社会の到来2

　国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人
口（2017 年推計）（1）によれば，わが国の総人口
は 2015 年 の 1 億 2,709 万 人 か ら 2065 年 に は
8,808 万人になると推計されている．今後の 50

年間で 30％，3,900 万人もの人口が減少するこ
とが予想されている．東京都市圏の 2018 年の総
人口が約 3,700 万人であるから，50 年間でわが
国全体から東京都市圏と同規模の人口が消えるこ
とが見通されている．
　図 1 は 2018 年に実施された東京都市圏パーソ
ントリップ調査（以下，PT調査と略す）の結果（2）

である．この調査は，人々が目的を達成するため
に移動する回数をトリップという単位で計測する
ものである（詳細は参考文献（2）参照）．図による
と 2018 年は人口が 3,690 万人と 10 年前に比べ
て 228 万人の増加であるが，総交通量は 10 年前
に比べて約 1,116 万トリップ減少の 7,373 万ト
リップとなっている．東京都市圏において総交通
量の減少という状況自体がインパクトがある．
　また，人口は増加しているのにもかかわらず，
なぜ総交通量は減少することになったのだろうか．
これを読み解くデータが図 2 である．図は，同
じく東京都市圏 PT 調査の調査結果から 1988 年
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図１ 東京都市圏の総トリップ数と総人口の推移（2）
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から 2018 年までの 10 年ごとの調査実施年ごと
に年齢 5 歳階層別にみた生成原単位（1 日当たり
一人の人が行う交通量）の変化である．これより
1988 年から 2008 年までの 20 年間では，あま
り大きな変化はなかった．しかし 2018 年は，特
に 20 ─ 24 歳の人たちをはじめとして 50 歳位ま
での働き盛りの年代の人たちの生成原単位が大き
く減少していることがわかる．20 ─ 24 歳の人た
ちの生成原単位は 1.81 トリップ / 人であり，70
─ 74 歳では 1.83 トリップ / 人となっている．高
齢者よりも 20 ─ 24 歳の人たちの交通が少ない状
況となっている．こうした生成原単位の減少が影
響したために，人口は増加したが総交通量は減少
することになったのである．
　こうした若者を中心とする生成原単位の減少の
背景には，若者全体の外出が減少したというより
も，外出し活動している層と，外出が少ない層の
二つに分化し，外出の少ない人たちが増えている
ことが影響していることを，筆者らの研究（4）で
把握している．外出が少ない人たちは運転免許証
を保有しない人たちや，相対的に年収の低い非正

規雇用の人たちが多い．移動手段をもたない人た
ちや，多様な活動を行うための収入を得る機会の
少ない人たちが増えていると類推できる．
　交通は，何らかの目的を達成する際に派生的に
行われる行為である．ということは，交通の動向
はさまざまな人々の営みや社会の状況を反映した
ものである，と考えることができる．若者を中心
とした交通の状況の変化から，時代の変わり目で
あることが実感される．
　人口減少を止めることは容易ではないとしても，
人々の活動の増加を促す仕組みに取り組むことで，
外出なども増加し社会全体の質の高いアクティビ
ティを維持することが期待される．

公共交通の現状と役割の再考3

　3. 1　これまでの交通政策と公共交通
　交通問題という場合に，多くの人たちの脳裏に
浮かぶのは自動車の渋滞問題であろう．
　渋滞対策として実施された政策の主なものは，
道路の拡幅，立体化，バイパスの整備などであり，
自動車が走りやすい地域づくりが行われてきたと
言い換えてもよい．これをモータリゼーションと
北村隆一はいい（5），自動車利用を前提としたラ
イフスタイルを生み出し，自動車が走りやすい低
密度な土地利用が促進されたとしている．住宅や
商業施設が郊外に拡がり，中小都市圏では旧市街
地が凋落し，ここに人々を運んでいた公共交通は
さらに弱体化することになった．
　図 3 は国土交通省による乗合バスと地域鉄道
の輸送人員の推移をみたものである．これより，
モータリゼーションの影響などでバス・鉄道とも
長期的には大きく減少してきた．しかし，近年は図２ 東京都市圏の年齢階層別生成原単位の推移（3）

出典：第６回東京都市圏パーソントリップ調査
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図３ バスと鉄道の輸送人員の推移
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少し傾向が異なることがわかる．バスについては，
三大都市圏では減少傾向から増加傾向に反転して
いる．三大都市圏以外の地方についても，以前の
ように大きく減少することはなく，下げ止まりの
傾向にある．同様に，地域鉄道についても近年は
減少傾向から下げ止まっている状況であることが
うかがわれる．全国的に衰退傾向にあったバスや
鉄道の輸送人員が下げ止まってきたことは，注目
すべきことである．
　この背景には，近年増加した観光需要，特にイ
ンバウンドの観光客の増加がある．さらに個々の
交通事業者のデータを見ると，観光需要だけでな
く，地域の人たちが日常的に使っている定期券の
利用者も増えているケースが多い．これは雇用状
況の変化とともに，鉄道やバスのサービスが改善
されて，自動車の利用から公共交通への転換に
よって利用が増えていることが想定される．
　このように，これまで長期的に減少傾向にあっ
た公共交通の輸送人員の背景が変化しつつある．
この背景について考えたい．
　3. 2　この地域では全員自動車で移動している？
　中山間地域などでは「われわれの地域は，自動
車があればとっても便利で住みやすい，だから全
員クルマを保有している」という意見を聞く機会
が多い．本当に皆が，自動車を使って移動してい
るかどうか確認してみた．
　データは，2010 年の近畿圏パーソントリップ
調査の結果で，兵庫県の中央部に位置する加西
市を対象として集計した（図 4）．加西市の代表
交通手段別の分担率（交通行動を行う際に使う交
通手段の割合）を見ると，自動車の分担率がなん

と 80％である．徒歩が 8％，自転車が 6％であり，
典型的などこへ行くのも自動車を使っている地域
である．こうした地域は，全国の過疎地や中山間
地域でも多くみられる．
　同じパーソントリップ調査のデータで「自動車
を気軽に利用できない人数」を算定した．自動車
を気軽に利用できない人の定義として，① 自動
車運転免許証をもっていない人，② 世帯に自動
車がない，の 2 点のいずれかに該当する人とし
た．その結果「自動車を気軽に利用できない人数」
は，パーソントリップ調査の対象年齢である 5
歳以上の人口の 29％になることが明らかとなった．
高齢者だけでなく，運転免許を取得できない高校
生以下の人たちもこの 29％に含まれる．ほとん
どの人たちが自動車を使って交通を行っていると
いわれている地域においても，なんと約 3 割の
人たちは，自動車を気軽に利用できない状況に 
ある．
　では，こうした人たちはどのようにして交通行
動を行っているのであろうか．もちろん，鉄道・
バス・自転車・徒歩なども使われているが，自動
車以外の分担率が極端に少ないということで，そ
の多くは自動車で，家族や近所の人たちによって
送迎されていると考えられる．
　3. 3　送迎は美談か
　送迎は，家族や近所の人のクルマに同乗して交
通を行うものである．出勤時に，駅まで高校生の
娘と一緒に妻に送ってもらう私の知人（夫）は「高
校生の娘と会話ができる貴重な時間」だというが，
娘の感想まではわからない．
　表 1 は滋賀県竜王町において，主に高校生の

図４ 自動車を気軽に利用できない人の人口割合（2010 年近畿圏パーソントリップ調査より集計）
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保護者を対象にした送迎についての調査結果であ
る．これより 8 割以上の人たちが負担に感じて
いることがわかる．送迎を担う人たちにとっては
決して美談ではないことがわかる．
　竜王町でヒアリングをすると，送迎をしている
人たちの多くは 30〜50 歳の女性である．朝は夫
や子供を駅まで送り，日中は同居している親を病
院まで送り，夕刻には子供を迎えに行き，また塾
へ送迎し，さらに夜には夫を迎えに行く人たちも
多い．一日中送迎を行うために，フルタイムの仕
事どころかパートタイムの勤務も容易ではないと
のことであった．
　こうした送迎の実態を分析すると，公共交通の
サービス水準の低い地域で送迎が多くなることが
明らかになった（6）．このため送迎を減らすため
には公共交通のサービスを高めることが期待され
る．これにより送迎のために使われている時間を，
仕事などさまざまな活動に活用することが可能と
なる．
　3. 4　潜在化する交通の顕在化を促す
　送迎するほうの負担だけでなく，送迎をしても
らうほうも「乗せてもらう」ことに対する遠慮等
の感情が作用して，外出の回数が減少する場合が
ある．病院に行くなど，生活に不可欠な行動につ
いては送迎を依頼することも可能であるが，友人
との会食など個人の愉しみのための外出に対して，
送迎を依頼することは遠慮し，行動そのものを行
わなくなる（交通が潜在化する）ことがある．
　こうした愉しみを目的とした活動を行うことも，
人々が人生を過ごす場合に極めて重要なことであり，
生き甲斐などとも関係することが明らかになって
いる（7）．そこで，愉しみの活動を自由にできるよう，
公共交通のサービスの充実を行うことで，こうし
た活動は顕在化し，外出は増加するだろうか？

　図 5 は神戸市の斜面地の住宅地において，バ
スが存在することで実現（顕在化）する活動を免
許の有無別に調べたものである．これより免許の
ない人たちは，生活に不可欠な「買物」や「通院」
などで，免許がある人たちよりも多く外出が実現
していることがわかる．次に，「知人との交流」「ス
ポーツ・習い事」等の愉しみの活動も実現してい
ることがわかる．バスがあることで，送迎の依頼
をしなくても愉しみの活動が顕在化し外出を促し
ていることが明らかになった．
　もし，こうした地域にバスがなければ，愉しみ
の活動は潜在化し，人々の外出も減少したことが
想定される．外出が減少することは，個人にとっ
ては社会との接点が減少し，健康で快活な生活を
営む機会が減り，生活の質が低下するかもしれな
い．同時に，まちにとっては来訪する人が減少す
るとまちの賑わいも低下するかもしれない．
　気兼ねなく自由に外出ができるような仕組みづ
くりは，買物や通院など生活に不可欠な外出を支
えるだけでなく，人々の生活にうるおいを提供す
る愉しみの活動を支えることも重要なことである．

交通手段としての公共交通の特性4

　4. 1　「束ねて」移動を支える公共交通
　自動車はバスや鉄道に比べて移動の際に自分の
都合で時間を選択し，目的地の直近まで行くこと
ができる．利便性でいうと，公共交通は自動車の
後塵を拝することになるが，自動車よりも優れた
点がいくつかある．免許を保有しなくても利用が
できること，自動車を保有するコストが不要であ

表 1　子供の自動車による送迎の負担感
カテゴリ

とても負担に感じている 45.3%

やや負担に感じている 36.0%

あまり負担と感じていない 6.7%

まったく負担と感じていない 0.7%

不明・無回答 11.3%

N＝ 150

高校生の保護者対象の調査，滋賀県竜王町，
2018 年 2 月

図５ バスが存在することで実現する活動（免許の有無別）（7）
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ること，事故リスクが小さいこと，環境負荷が小
さいことなどであるが，その中でも重要なものに，
人々の移動を「束ねる」機能をもつということが
ある．
　図 6 は，50 人を運ぶために，自動車 1 台に 1
人が乗車すると 50 台の車列が並ぶが，路面電車

（バスでも同様）だと 1 台で運ぶことが可能であ
ることを示している．同じ数の人々を運ぶために，
必要とする道路や駐車場などの都市空間を公共交
通ではコンパクトにすることができることがわか
る．自動車交通は集中すると混雑し渋滞が発生す
るが，人が集まると賑わいが生まれる．
　こうした公共交通がもつ，人を束ねて移動を支
える機能は，今後の国土のあり方を方向づける「コ
ンパクト＋ネットワーク」を推進するためにも重
要な役割をもつ．市街地に人を集めるためには，
渋滞対策が必要となる自動車だけではコンパクト
化は困難である．人々の移動を束ねる公共交通の
ネットワークの充実を図ることで市街地に人々が
集まり，賑わいが生まれ，多様な集積が行われる
ことによりコンパクト化は進むのである．
　また，束ねて移動する機能は，こうした都市構
造などへの影響だけでなく，過疎地域等における
公共交通による移動支援の方策においても重要で
ある．過疎地域等における移動支援では，地域の
コミュニティを活かして，利用者の人たちが集ま
り，相乗り等をしてもらうことで，一人当たりの
移動コストの負担額を下げることができる．移動
前の段階から地域の人たちが相乗りのためのコ
ミュニケーションを行うことや，移動中の会話で
盛り上がることなどを通して，人々の日常的な接

点が拡大して地域のまちづくりにも寄与すること
になる．人々を束ねて移動を支えることで，地域
づくりに発展する可能性をもつ．
　4. 2　クロスセクター効果（公共交通の「赤字」
を支える意味）
　移動を束ねて支えるということは，多様な目的
をもつ人たちの移動を支える，ということである．
こうした多様な移動目的ごとに，移動の手段を確
保するよりも，移動を束ねて乗合の公共交通を運
行するほうが，他の行政分野からの移動を支える
支出を抑える効果が期待できる．これを公共交通
のクロスセクター効果（8）という．
　もともとは赤字の公共交通に対して，行政から
提供される補助金等を「赤字補塡」といういい方
について疑問をもったことが，クロスセクター効
果研究の端緒である．
　公共交通への行政支援を赤字補塡ということで，
いくつかの問題が発生する．主な 2 点には次の
ようなものがある．
　① 赤字補塡への対応策として，赤字解消を施
策目標にすることがある．そのためには，収入増
か支出削減のどちらかの方策をとることになる．
収入増によって黒字化できるのであれば，もとも
との補助金等は不要なはずである．しかし，それ
ができないから補助金等が出されて運行されてい
る．収入増が困難だとすると，支出削減で赤字を
解消することになる．このためには運行費用を削
減する必要がある．運行費用を最も削減する方法
は，廃線にすることである．本来は地域の人々の
移動を支える目的で移動支援をしているのに，赤
字補塡という言葉を使うことで廃線を選択するな
ど本来の目的が見えなくなる恐れがある．
　② 赤字のものにこれ以上の支出は認められな
いということで，サービス改善のための支出の合
意形成が困難になる場合がある．地域の人たちに
とって利用しやすい公共交通を実現するための
サービス改善ができなくなる可能性がある．これ
では人々が使いやすい公共交通サービスの実現は
できなくなる．
　そもそも，諸外国では公共交通は地域を支える
インフラとして位置づけられているので，運賃収
入だけでなく，行政からのさまざまな補助金など
が投入されて運行されている．ここでは「赤字」
や「赤字補塡」といわれることもない．

図６ 移動を「束ねる」ことができる公共交通

50人を運ぶために必要な自動車の台数と路面電車
富山県高岡市エコライフ撮影会写真より

（撮影：㈶とやま環境財団，一部土井修正） 
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　こうした公共交通への「赤字」に対する行政の
補助金の意義について，これまでは公共交通を使
うことで外出が増えるので健康に寄与する，まち
の賑わいに役立つ等の定性的な説明がなされてき
た．しかし，定性的な説明だけでは，補助金の金
額との関係が適切かどうか判断ができない．そこ
で，クロスセクター効果は，これを定量的に算
定する方法として提案されたものである（図 7）．
対象として地域のバス等の公共交通が仮に廃止と
なった場合に，既存のバス等に代わって買物支援
や病院送迎，スクールバスなど多様な行政分野別
に代替交通手段を導入するための費用が発生する

（①の分野別代替費用）．この分野別代替費用を合
計した金額から，バス等の運行を継続するために
必要な補助金等（②の財政支出）を引き算したも
のがクロスセクター効果である．これが 0 以上
であれば，当該公共交通を支援するほうが，個別
分野で移動支援を行うよりも効率的であることが
確認できる．
　クロスセクター効果を算定することで，公共交
通に対する補助金等の財政支出は，地域を支える
ために必要な支出であることを明確にすることが
できる．近年では各地で公共交通を行政が支援す
る意味を定量的に確認するため，クロスセクター
効果を算定する自治体も増えてきた．

新しい移動の仕組みづくり5

　交通の状況は人々の活動や社会の動きを写す鏡
のような面がある．本稿の冒頭で紹介した，東京
都市圏における生成原単位の減少を背景とした総

交通量の減少という事実も，人々の活動を反映し
たものである．
　しかし，こうした状況が今後も続くことは，社
会にとっても個人にとっても望ましいことではな
い．人々の外出をする仕組みをサポートして，ま
ちは多くの人で賑わい，人々が健康で快活に生活
できる仕組みを，交通を軸にして考えていく必要
がある．交通は派生的なものであるが，公共交通
のサービスを向上すること，移動を容易にして潜
在的な交通需要を顕在化することができることに
ついては，本稿で示したとおりである．
　そして現在は情報技術の急速な発展により，移
動の仕組みなども大きく変わりつつある．自動車
においてもCASEなどの新たな仕組みの導入が進
んでいる．
　公共交通についても図 8 に示すように，情報
技術の進展とともに「交通政策基本法」（2013 年
制定）や「地域公共交通の活性化及び再生に関す
る法律」（2014 年改正，2020 年改正）など政府
の法制度の改革などにより，従来のような鉄道・
バス・タクシーという枠組みでは括ることができ
ない，多様な交通手段・仕組みが生まれている．
ここで個々の説明は省略するが，公共交通はこれ
までは鉄道やバス・タクシーを運行する企業が担っ
てきたが，ビジネスでは対応できない地域の実情
に応じて適切な方法を編み出し，地域の人々や行
政が移動を支える仕組みをつくりだすことが盛ん
になってきた．だからこのような多様な手段が生
まれてきたのである．
　これらのさまざまな移動手段を総動員して，地
域と個人の状況にふさわしい組み合わせを提示し
て移動の円滑化を進め，外出が増加する仕組みと
してのMaaSについても期待は大きい．
　こうした多様な移動を支える仕組みは，大都市
部だけで誕生したものだけではない．むしろ過疎
地域において，人々がお互いの顔が見える状況で
なんとか移動を支えたいという願いから生まれた
ものも多い．だから単に移動のサポートをするだ
けでなく外出の目的とセットになった移動や，仲
間と一緒になって（束になって）移動する仕組み
についてもきめ細かく取り組まれている場合が多
い（9）．過疎地域の現在抱える課題は，近未来の
都市周辺部やオールドニュータウンの課題でも 
ある．

図７ クロスセクター効果の概念（8）
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　こうした過疎地域等で得られた知見も参考にし
て，今後の交通政策は「便利な移動」だけでなく，

「愉しい移動」や「外出する気持ちの喚起」「仲間と
一緒の移動」などにも取り組み，潜在化した需要
を顕在化することが必要である．外出が活発にな
れば，社会も活性化することが期待できるからで
ある．
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土井　勉

　専門は「総合交通政策とまちづくり」．交通は社会の現状を写す鏡の役
割があるので，人々が愉しく快活に外出できる仕組みづくりを研究テー
マとしています．
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図８ 多様な交通手段・仕組み
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